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1.研究の背景と目的 

 今日の日本は，人口減尐・尐子高齢社会に突入した。

これは、将来における社会保障への不安や、労働力人口

の減尐による構造的な経済活力の喪失など、多くの問題

を内包している。一方で、現在の日本における無業者の

数 1）は 4,639 万人であり、そのうち若年無業者(15～34

歳)いわゆるニートの数は 61 万 7 千人である。これは大

量の労働力人口を失っていることを意味している。この

問題の解決や緩和は、上述の人口減尐・尐子高齢社会に

伴う問題の緩和につながると考えられる。 

 ここで、若年無業者の 37.1％2)は、学生時代に不登校

を経験した者であり、学生時代に不登校を経験させない

ことが、若年無業者へのプロセスを回避することにつな

がると考えられる。 

 海外での取組に着目した場合、ドイツやスイスなどで

導入されている学校犬が注目されつつある 3)。学校犬と

は、各教室で犬を飼育する取り組みのことであり、授業

や学校行事にも常に参加する。 

 そこで本研究は、日本における学校犬導入による不登

校児童・生徒の減尐効果を推計し、社会的損失回避効果

を分析する。 

 また、その際の犬の飼育コストを算出するとともに、

殺処分数の減尐効果も合わせて明らかにする。 

そして、社会的損失回避額とコストを比較することに

より、このような学校犬導入の新システムの効果を定量

化して、新システムの導入可能性について考察すること

を目的とする。本研究で提案する新システムを図 1 に示

す。 

 

 
 

図 1 学校犬導入における新システム 

 

2.本研究の分析フロー 

 本研究の分析フローを図 2 に示す。 

 

図 2 分析フロー 

 まず、都道府県別の若年無業者の現状を把握する。 

次に、学校犬導入による効果を都道府県ごとに推計し、

社会的損失回避額を算出する。さらに、学校犬導入コス

トと比較し、費用対効果分析を行う。 

 

3.学校犬導入における社会的損失回避額の推計 

3-1 都道府県別有業者数と若年無業者 

総務省が定義する若年無業者とは、15～34 歳で就業

を希望している者のうち求職活動をしていない者(非求

職者)、就業を希望していない者(非就業希望)としてい

る。総務省就業構造基本調査による推計結果 1)を表 1 に

示す。 

 

3-2 学校犬導入の効果 

 学校犬導入の効果を推計するにあたって、学校不適応

傾向の児童・生徒に対するアニマルセラピーの心理的効

果についての分析結果 4)を援用する。これは、学校不適

応傾向の児童・生徒に対して、動物に触れあうことで登

校状況がどのように変化するかを分析したものであり、

その結果を図 3 に示す。 

図 3 より、不登校者に改善が見られ、登校数が増えて

いることがわかった。その内訳を表 2 示す。 

つまり、32 人中 5 人(15.6％)が登校可能になったこと

がわかった。 

 この結果より、学校犬を導入した場合の不登校回避割

合を(1)式のように設定する。 
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 ここで、NNA は不登校回避割合、NBはカテゴリ B の
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人数、Niはカテゴリ i の人数である。  

表 1 都道府県別有業者数と若年無業者数 

非求職者 非就業希望者
北 海 道 2,628,000 13,100 13,900 27,000 1.0%
青 森 657,500 2,900 4,200 7,100 1.1%
岩 手 654,700 3,100 3,000 6,100 0.9%
宮 城 1,157,800 6,900 6,900 13,800 1.2%
秋 田 511,400 2,400 3,100 5,500 1.1%
山 形 583,800 2,200 2,500 4,700 0.8%
福 島 958,000 3,700 5,900 9,600 1.0%
茨 城 1,488,300 6,300 9,300 15,600 1.0%
栃 木 1,022,300 4,600 6,200 10,800 1.1%
群 馬 1,029,000 4,200 4,500 8,700 0.8%
埼 玉 3,713,500 18,700 19,300 38,000 1.0%
千 葉 3,178,400 10,900 14,200 25,100 0.8%
東 京 7,328,400 31,600 31,000 62,600 0.9%
神 奈 川 4,682,800 21,300 24,900 46,200 1.0%
新 潟 1,187,700 4,800 4,200 9,000 0.8%
富 山 564,800 1,800 1,700 3,500 0.6%
石 川 603,500 2,800 2,400 5,200 0.9%
福 井 422,900 1,300 1,500 2,800 0.7%
山 梨 441,200 2,100 3,000 5,100 1.2%
長 野 1,108,700 4,000 6,200 10,200 0.9%
岐 阜 1,060,600 3,100 2,800 5,900 0.6%
静 岡 1,947,100 5,600 11,000 16,600 0.9%
愛 知 3,908,400 14,000 15,000 29,000 0.7%
三 重 939,000 2,500 4,100 6,600 0.7%
滋 賀 724,400 2,500 3,000 5,500 0.8%
京 都 1,293,600 6,300 5,200 11,500 0.9%
大 阪 4,310,300 23,100 20,200 43,300 1.0%
兵 庫 2,622,500 13,800 14,800 28,600 1.1%
奈 良 643,100 3,100 5,200 8,300 1.3%
和 歌 山 470,300 2,200 3,200 5,400 1.1%
鳥 取 289,500 1,500 1,700 3,200 1.1%
島 根 356,600 1,000 1,300 2,300 0.6%
岡 山 948,200 4,200 3,800 8,000 0.8%
広 島 1,399,700 6,600 9,500 16,100 1.2%
山 口 684,500 2,900 3,500 6,400 0.9%
徳 島 369,300 2,300 3,000 5,300 1.4%
香 川 489,100 1,900 2,700 4,600 0.9%
愛 媛 678,700 1,900 5,500 7,400 1.1%
高 知 368,800 1,300 2,200 3,500 0.9%
福 岡 2,444,000 16,400 19,600 36,000 1.5%
佐 賀 424,400 1,400 2,000 3,400 0.8%
長 崎 662,200 3,400 4,500 7,900 1.2%
熊 本 879,300 3,400 4,400 7,800 0.9%
大 分 571,300 2,900 2,600 5,500 1.0%
宮 崎 553,700 1,900 2,600 4,500 0.8%
鹿 児 島 808,500 3,300 3,400 6,700 0.8%
沖 縄 650,800 4,700 7,100 11,800 1.8%
合       計 64,420,600 285,900 331,800 617,700 1.0%

若年無業者 若年無
業者計

有業者 割合

 

 

 

図 3 セラピー前・後の児童・生徒の登校状況 

 

 

表 2 登校状況変化の内訳 

カテゴリ i 状況変化
A 不登校→教室外登校 8
B 教室外登校→登校 5
C 教室外登校→不登校 1
D 教室外登校のまま 1
E 不登校のまま 17

32合    計

人数�  )

カテゴリ 状況変化 人数(Ni)A 不登校→教室外登校 8B 教室外登校→登校 5C 教室外登校→不登校 1D 教室外登校のまま 1E 不登校のまま 17 

3-3 若年無業者数の減尐数の推計 

 学校犬を導入した場合の若年無業者回避数を(2)式に

より推計する。 

NAANAENEETANEET pp -   (2) 

 ここで、NEET-Apは、都道府県 p における若年無業

者回避数、NEETpは都道府県 p における若年無業者総

数、NEA は若年無業者における不登校経験者割合 2) 

(37.1％)である。 

(2)式より NEET-Ap(全国)を推計すれば、 

)(  35,7090.1560.371617,000

-

人


p

pANEET
 

となる。 

 

3-4 社会的損失回避額の推計 

 都道府県別の社会的損失回避額を(3)式により推計す

る。 

p

p

pp
OP

GDP
ANEETSLA  -    (3) 

 ここで SLApは都道府県 p の社会的損失回避額、GDPp

は都道府県 p の GDP、OPp は都道府県 p の有業者数、

である。例として北海道の SLApを推計すれば、 

 1,580(人)×1,884,040,600(千円)/2,628,000(人) 

＝112.2(億円)となる。 

 

4.学校犬導入コストの推計 

4-1 一頭当たり飼育コストの推計 

 ペット(犬)にかける年間支出調査 5)により、学校犬と

して飼育する上で最低限度必要な年間一頭当たり飼育コ

ストを表 3 に示す。なお、夜間に管理する犬舎として一

般的な製品の平均的な価格 6)を使用する。犬舎、首輪・

リードに関しては平均寿命 13.3 歳 7)で割っている。 

表 3 年間 1頭当たり飼育コスト 

治　療　費 74,506 医療費（予防） 27,311
食　　費 46,140 日　用　品 17,010

トレーニング 40,488 首輪・リード 474
トリミング 38,829 犬  舎  代 3,705

合　　　　計 248,463  

コスト推計の際は、飼育コストに都道府県ごとの物価

指数 8)を掛けて推計する。例として、北海道の飼育コス

平成25年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第70号



トを推計すれば、 

飼育コスト：248,463×0.99(物価指数)＝245,979(円) 

となる。 

また、診療・健康診断の委託契約料については、新潟

県獣医師学会報告 9)より、1校当たり 14,500 円となるこ

とから、これを基準として、各都道府県の学校・クラス

数 10)に基づき、1頭当たりの委託料(1,797 円)を算出し

た。例として、北海道の飼育コストと委託料を合計(総

コスト)すれば、 

245,979(円)＋1,797(円)＝247,776(円)となる。 

 

4-2 学校犬必要頭数と総コストの推計 

 学校犬は、義務教育である小・中学校の全クラスに 

1 頭配置するものとする。都道府県別小中学校クラス数

(必要頭数)と学校数 10)、都道府県別総コスト Cp を表 4

に示す。 

表 4 都道府県別小中学校クラス数と総コスト 

学校数 学級数 学校数 学級数
北 海 道 1,154 9,991 652 4,582 14,573 245,979 1,797 247,776
青 森 316 2,750 169 1,270 4,020 247,966 1,749 249,716
岩 手 362 2,828 178 1,222 4,050 246,227 1,933 248,161
宮 城 419 4,418 216 2,007 6,425 242,749 1,433 244,182
秋 田 228 2,011 123 942 2,953 241,755 1,724 243,478
山 形 292 2,505 112 1,110 3,615 250,948 1,620 252,568
福 島 483 4,448 241 2,103 6,551 251,942 1,603 253,544
茨 城 548 5,766 240 2,522 8,288 243,743 1,379 245,121
栃 木 388 3,947 174 1,845 5,792 249,954 1,407 251,361
群 馬 327 4,116 176 1,753 5,869 241,009 1,243 242,252
埼 玉 821 12,360 452 5,618 17,978 254,178 1,027 255,205
千 葉 838 11,308 407 4,963 16,271 246,227 1,109 247,337
東 京 1,358 19,126 818 9,146 28,272 264,117 1,116 265,233
神 奈 川 890 15,017 480 6,566 21,583 266,601 920 267,522
新 潟 510 4,706 240 1,940 6,646 245,233 1,636 246,870
富 山 198 2,054 82 896 2,950 243,991 1,376 245,367
石 川 230 2,365 98 1,011 3,376 255,669 1,409 257,078
福 井 207 1,808 85 860 2,668 243,743 1,587 245,330
山 梨 193 1,808 99 811 2,619 245,730 1,617 247,347
長 野 381 4,450 198 2,026 6,476 242,749 1,296 244,045
岐 阜 377 4,181 197 1,896 6,077 242,252 1,370 243,621
静 岡 520 7,110 295 3,412 10,522 246,724 1,123 247,847
愛 知 983 13,976 443 6,368 20,344 246,724 1,016 247,740
三 重 415 3,934 181 1,705 5,639 247,718 1,533 249,251
滋 賀 231 2,947 107 1,332 4,279 249,706 1,145 250,851
京 都 420 4,964 203 2,247 7,211 252,936 1,253 254,188
大 阪 1,036 14,931 533 7,032 21,963 250,948 1,036 251,984
兵 庫 797 10,452 391 4,534 14,986 253,184 1,149 254,334
奈 良 218 2,761 117 1,247 4,008 241,755 1,212 242,967
和 歌 山 272 2,099 138 1,013 3,112 252,936 1,910 254,846
鳥 取 138 1,330 64 559 1,889 243,743 1,551 245,293
島 根 221 1,653 104 649 2,302 250,948 2,047 252,995
岡 山 419 4,017 172 1,757 5,774 249,457 1,484 250,941
広 島 526 5,655 278 2,418 8,073 252,687 1,444 254,131
山 口 339 2,938 174 1,330 4,268 248,712 1,743 250,455
徳 島 226 1,612 94 694 2,306 251,196 2,012 253,209
香 川 184 2,020 81 857 2,877 245,233 1,336 246,569
愛 媛 325 2,992 140 1,164 4,156 245,482 1,622 247,104
高 知 250 1,664 133 694 2,358 246,476 2,355 248,831
福 岡 765 9,599 373 4,166 13,765 242,003 1,199 243,202
佐 賀 176 1,746 99 829 2,575 242,003 1,549 243,552
長 崎 375 3,139 196 1,353 4,492 254,923 1,843 256,767
熊 本 392 3,680 182 1,583 5,263 248,712 1,581 250,293
大 分 304 2,548 140 1,105 3,653 242,997 1,762 244,760
宮 崎 250 2,390 145 1,075 3,465 240,264 1,653 241,917
鹿 児 島 556 4,100 251 1,592 5,692 248,463 2,056 250,519
沖 縄 274 3,488 157 1,504 4,992 247,718 1,252 248,970

合　　計 21,132 239,708 10,628 107,308 347,016 11,656,410 11,726,628

小学校 中学校
飼育コスト

1頭あた
り委託料

必要頭
数

総コスト
（円）

 

 

5.都道府県別費用対効果分析 

 以上の分析結果より、都道府県別の費用対効果 CEp

を(4)式により算出する。 

p

p

p
C

SLA
CE      (4) 

 ここで、コスト削減方策として、食費について給食の

残りを利用することが考えられる。 

 そこで、食費の有無別の費用対効果分析を行う。 

 

5-1 食費必要ケースの費用対効果分析 

 給食の残りを利用しないケースの(食費必要)の費用対

効果分析結果を表 5 に示す。 

 表 5 都道府県別の費用対効果分析結果（食費必要） 

北 海 道 7,169,104 1,580 112.21 0.990 247,776 14,573 36.11 3.108
青 森 6,989,335 415 28.77 0.998 249,716 4,020 10.04 2.866
岩 手 6,564,617 357 23.21 0.991 248,161 4,050 10.05 2.310
宮 城 7,243,869 807 57.95 0.977 244,182 6,425 15.69 3.694
秋 田 7,271,879 322 23.18 0.973 243,478 2,953 7.19 3.225
山 形 7,061,095 275 19.24 1.010 252,568 3,615 9.13 2.107
福 島 8,055,921 562 44.83 1.014 253,544 6,551 16.61 2.699
茨 城 7,915,773 913 71.58 0.981 245,121 8,288 20.32 3.524
栃 木 8,241,072 632 51.59 1.006 251,361 5,792 14.56 3.544
群 馬 7,634,603 509 38.50 0.970 242,252 5,869 14.22 2.708
埼 玉 5,688,342 2,223 125.30 1.023 255,205 17,978 45.88 2.731
千 葉 6,243,911 1,468 90.85 0.991 247,337 16,271 40.24 2.257
東 京 12,857,203 3,662 466.57 1.063 265,233 28,272 74.99 6.222
神 奈 川 6,634,857 2,703 177.69 1.073 267,522 21,583 57.74 3.077
新 潟 7,565,518 527 39.47 0.987 246,870 6,646 16.41 2.406
富 山 8,116,241 205 16.47 0.982 245,367 2,950 7.24 2.275
石 川 7,558,969 304 22.79 1.029 257,078 3,376 8.68 2.625
福 井 8,332,994 164 13.53 0.981 245,330 2,668 6.55 2.066
山 梨 7,721,630 298 22.83 0.989 247,347 2,619 6.48 3.524
長 野 8,032,426 597 47.49 0.977 244,045 6,476 15.80 3.005
岐 阜 7,040,933 345 24.08 0.975 243,621 6,077 14.80 1.627
静 岡 8,681,631 971 83.54 0.993 247,847 10,522 26.08 3.203
愛 知 8,616,248 1,697 144.85 0.993 247,740 20,344 50.40 2.874
三 重 8,852,864 386 33.87 0.997 249,251 5,639 14.06 2.410
滋 賀 8,980,490 322 28.63 1.005 250,851 4,279 10.73 2.667
京 都 7,536,162 673 50.24 1.018 254,188 7,211 18.33 2.741
大 阪 8,746,546 2,533 219.54 1.010 251,984 21,963 55.34 3.967
兵 庫 7,376,203 1,673 122.29 1.019 254,334 14,986 38.11 3.209
奈 良 5,904,727 486 28.41 0.973 242,967 4,008 9.74 2.917
和 歌 山 7,598,616 316 23.79 1.018 254,846 3,112 7.93 2.999
鳥 取 6,868,484 187 12.74 0.981 245,293 1,889 4.63 2.750
島 根 6,903,298 135 9.20 1.010 252,995 2,302 5.82 1.580
岡 山 7,917,136 468 36.72 1.004 250,941 5,774 14.49 2.534
広 島 8,187,575 942 76.41 1.017 254,131 8,073 20.52 3.725
山 口 8,821,768 374 32.73 1.001 250,455 4,268 10.69 3.062
徳 島 8,106,380 310 24.91 1.011 253,209 2,306 5.84 4.265
香 川 7,577,502 269 20.21 0.987 246,569 2,877 7.09 2.848
愛 媛 7,540,345 433 32.35 0.988 247,104 4,156 10.27 3.150
高 知 6,020,024 205 12.21 0.992 248,831 2,358 5.87 2.082
福 岡 7,599,086 2,106 158.58 0.974 243,202 13,765 33.48 4.737
佐 賀 7,156,598 199 14.11 0.974 243,552 2,575 6.27 2.249
長 崎 6,953,799 462 31.85 1.026 256,767 4,492 11.53 2.761
熊 本 6,648,986 456 30.06 1.001 250,293 5,263 13.17 2.282
大 分 8,098,517 322 25.82 0.978 244,760 3,653 8.94 2.888
宮 崎 6,577,118 263 17.16 0.967 241,917 3,465 8.38 2.047
鹿 児 島 7,011,718 392 27.23 1.000 250,519 5,692 14.26 1.910
沖 縄 5,861,566 690 40.09 0.997 248,970 4,992 12.43 3.226
全　　　国 8,076,715 36,135 2,855.67 11,726,628 347,016 873.13 3.271

有業者一
人当たり
GDP（円）

NEET-
Ap（推
計）

SLAp
(億円）

消費
者物
価指
数

総コスト
（円）

必要頭
数 （頭）

Cpコス
ト（億
円）

CEp
(SLA
p/Cp)

 

表 5 をみると、全国の社会的損失回避額は 2855.67 億、

必要頭数は 347,016 頭であった。 

 都道府県別 CEp の結果として、東京が一番高く 6.222

となり、福岡、徳島、大阪、広島が高い結果となった。

また、一番低い島根でも 1.580 であり、全都道府県の
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CEpは 1.000 を上回る結果となった。 

 

5-2 食費不要ケースの費用対効果分析 

 給食の残りを利用するケース(食費不必要)の費用対効

果分析結果を表 6 に示す。 

表 6 都道府県別の費用対効果分析結果（食費不必要） 

北 海 道 7,169,104 1,580 112.21 0.990 202,097 14,573 29.45 3.810
青 森 6,989,335 415 28.77 0.998 203,716 4,020 8.19 3.513
岩 手 6,564,617 357 23.21 0.991 202,299 4,050 8.19 2.833
宮 城 7,243,869 807 57.95 0.977 199,467 6,425 12.82 4.522
秋 田 7,271,879 322 23.18 0.973 198,658 2,953 5.87 3.952
山 形 7,061,095 275 19.24 1.010 206,144 3,615 7.45 2.582
福 島 8,055,921 562 44.83 1.014 206,953 6,551 13.56 3.307
茨 城 7,915,773 913 71.58 0.981 200,276 8,288 16.60 4.313
栃 木 8,241,072 632 51.59 1.006 205,334 5,792 11.89 4.338
群 馬 7,634,603 509 38.50 0.970 198,051 5,869 11.62 3.313
埼 玉 5,688,342 2,223 125.30 1.023 208,774 17,978 37.53 3.338
千 葉 6,243,911 1,468 90.85 0.991 202,299 16,271 32.92 2.760
東 京 12,857,203 3,662 466.57 1.063 216,867 28,272 61.31 7.610
神 奈 川 6,634,857 2,703 177.69 1.073 218,890 21,583 47.24 3.761
新 潟 7,565,518 527 39.47 0.987 201,490 6,646 13.39 2.948
富 山 8,116,241 205 16.47 0.982 200,479 2,950 5.91 2.784
石 川 7,558,969 304 22.79 1.029 209,988 3,376 7.09 3.214
福 井 8,332,994 164 13.53 0.981 200,276 2,668 5.34 2.531
山 梨 7,721,630 298 22.83 0.989 201,895 2,619 5.29 4.317
長 野 8,032,426 597 47.49 0.977 199,467 6,476 12.92 3.677
岐 阜 7,040,933 345 24.08 0.975 199,062 6,077 12.10 1.991
静 岡 8,681,631 971 83.54 0.993 202,704 10,522 21.33 3.917
愛 知 8,616,248 1,697 144.85 0.993 202,704 20,344 41.24 3.512
三 重 8,852,864 386 33.87 0.997 203,513 5,639 11.48 2.951
滋 賀 8,980,490 322 28.63 1.005 205,132 4,279 8.78 3.262
京 都 7,536,162 673 50.24 1.018 207,762 7,211 14.98 3.353
大 阪 8,746,546 2,533 219.54 1.010 206,144 21,963 45.28 4.849
兵 庫 7,376,203 1,673 122.29 1.019 207,965 14,986 31.17 3.924
奈 良 5,904,727 486 28.41 0.973 198,658 4,008 7.96 3.568
和 歌 山 7,598,616 316 23.79 1.018 207,762 3,112 6.47 3.679
鳥 取 6,868,484 187 12.74 0.981 200,276 1,889 3.78 3.368
島 根 6,903,298 135 9.20 1.010 206,144 2,302 4.75 1.940
岡 山 7,917,136 468 36.72 1.004 204,930 5,774 11.83 3.103
広 島 8,187,575 942 76.41 1.017 207,560 8,073 16.76 4.560
山 口 8,821,768 374 32.73 1.001 204,323 4,268 8.72 3.753
徳 島 8,106,380 310 24.91 1.011 206,346 2,306 4.76 5.234
香 川 7,577,502 269 20.21 0.987 201,490 2,877 5.80 3.486
愛 媛 7,540,345 433 32.35 0.988 201,692 4,156 8.38 3.859
高 知 6,020,024 205 12.21 0.992 202,502 2,358 4.77 2.558
福 岡 7,599,086 2,106 158.58 0.974 198,860 13,765 27.37 5.793
佐 賀 7,156,598 199 14.11 0.974 198,860 2,575 5.12 2.755
長 崎 6,953,799 462 31.85 1.026 209,381 4,492 9.41 3.386
熊 本 6,648,986 456 30.06 1.001 204,323 5,263 10.75 2.796
大 分 8,098,517 322 25.82 0.978 199,669 3,653 7.29 3.540
宮 崎 6,577,118 263 17.16 0.967 197,444 3,465 6.84 2.508
鹿 児 島 7,011,718 392 27.23 1.000 204,120 5,692 11.62 2.344
沖 縄 5,861,566 690 40.09 0.997 203,513 4,992 10.16 3.947
全　　　国 8,076,715 36,135 2,855.67 9,576,257 347,016 713.47 4.002
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 表 6 より，費用対効果が一番高い東京で 7.610、一番低

い島根で 1.940 となり、2 割程効果が高まることがわか

った。 

 以上より、本研究で提案した新システムの有効性が示

唆された。 

 

6.結論 

 本研究では、学校犬導入に関する新システムを提案し、

社会的損失回避額の費用対効果分析を行った。 

 その結果、全国で 2850 億円以上の社会的損失回避と

35 万頭近くの犬の需要があることが推計された。 

 これらの結果から、学校犬を導入することで不登校児

童・生徒を減らし、若年無業者になる可能性を低下させ、

かつ不必要に命を奪われる犬を救うことも可能と考えら

れる。 

 今後の課題としては 

 ①児童・生徒のアレルギー等の問題への対応 

②夜間および長期休業時における動物の管理 

などがあげられる。 
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